
一般会計予算額は116億1,100万円
会計別予算額 会計名 予算額 前年度比

一般会計  116億1,100万円 9.4％
国民健康保険事業特別会計 32億3,500万円 △5.7％
後期高齢者医療特別会計 12億2,000万円 8.3％
介護保険事業特別会計  30億9,000万円 0.2％
下水道事業会計  23億1,307万円 3.3％

合　　計  214億6,907万円 4.8％

　令和6年度の一般会計、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業特別会計及び下水
道事業会計の予算概要についてお知らせします。

問財政課　☎︎内線216･219

令和6年度当初予算

※下水道事業会計の当初予算額は、収益的支出及び資本的支出の合計額を記載しています。

自主財源
（自主的に歳入することができる財源）

町税（48億4,097万円）
　…町に納められる税金
繰入金（7億2,257万円）
　…基金（町の貯金）から引き出すお金		
使用料及び手数料（1億2,847万円）	 	
諸収入ほか（6億6,900万円）	 		
						    
		

依存財源
（国や県などから交付される財源）

国庫支出金（11億9,111万円）
　…国から交付される補助金など			 
県支出金（7億9,604万円）
　…県から交付される補助金など			 
地方交付税（15億8,000万円）			 
　…地域間の財源不均衡をならすために国が地
　　方に配分するお金				  
町債（7億5,110万円）
　…町の借金					   
地方消費税交付金（6億8,000万円）	 	
　…消費税から一定の割合で交付されるお金	
地方特例交付金（2,900万円）			 
　…国の制度によって生じる町の収入減や負担
　　増の補てんとして国から交付されるお金	
地方譲与税ほか（2億2,274万円）	 		
　…国税等として課税した地方税を地方公共団
　　体に配分するお金				  
						    
	

民生費

38億782万円
32.8%（122,631円）

保育園や障がい者・
高齢者の福祉などに

消防費

６億567万円
5.2%（19,506円）

消防活動や救急活動
などに

17億548万円
14.7%（54,925円）

議会費
議会の運営などに

総務費

18億6,542万円
16.1%（60,076円）

住民登録や交通安全・
防犯対策などに

商工費

１億4,099万円
1.2％（4,541円）

商工業振興や観光事業
などに

衛生費

11億7,491万円
10.1%（37,838円）

予防接種、検診やごみ
処理などに

農林水産業費

9,992万円
0.9％（3,218円）

農業・林業・水産業の
振興などに

教育費

12億7,546万円
11.0%（41,076円）

学校・幼稚園教育や
生涯学習などに

労働費

1,109万円
0.1％（357円）

勤労者の支援などに

公債費

７億82万円
6.0%（22,570円）

その他

3,327万円
0.3％（1,071円）

災害時の復旧などに

私たちのお金は何に使われるの？　～ 目的別でみた歳出の内訳 ～
土木費
道路や河川、公園の
整備などに

出典：平成30年度鳥取県における少子化対策  等に関するアンケート調査結果より作成

町の借金の返済の
ために

１億9,015万円
1.6％（6,124円）

※（　）内の数値は令和6年1月1日現在の人口31,051人で算定した町民一人当たりの金額

歳出の性質別内訳
義務的経費（支出が義務付けられている経費）
　人件費（27億2,958万円）			   　 　
　…職員の給与、議員等の報酬などの経費		
　扶助費（19億7,366万円）	 		  　 　
　…子育てや高齢者、障がい者への助成などの経費	
　公債費（7億82万円）				   　
　…町債（町の借金）の返済の経費
投資的経費（支出の効果が資本として残る経費）		
　普通建設事業費（16億5,883万円）			 
　…道路や学校などの公共施設を整備する経費		
　災害復旧費（310万円）	 			 
　…災害時に公共施設などを復旧する経費
その他				  
　物件費（19億2,096万円）				  
　…消耗品などの購入や委託料などの消費的経費	
　繰出金（17億5,263万円）				  
　…国民健康保険事業、後期高齢者医療、介護保険事業、　
　　下水道事業の運営のために一般会計から補てんする経費
　補助費等（6億9,883万円）				  
　…団体等への負担金や補助金				  
　維持補修費ほか（1億7,259万円）	 		
					   

町の一般会計を家計簿にたとえると　～1世帯の年収を５００万円とした場合～
収 　 入

区　分 6年度 ５年度 構成比
給料（町税） 208万円 227万円 41.7%
親からなどの援助（交付税・交付金・国県支出金） 194万円 198万円 38.7%
家賃収入（財産収入など） 12万円 ９万円 2.3%
借入金（町債） 32万円 12万円 6.5%
貯金の取崩し（繰入金） 31万円 32万円 6.2%
その他（繰越金など） 23万円 22万円 4.6%

合　計 500万円 500万円 100%

支 　 出
区　分 6年度 ５年度 構成比

生活費（人件費・物件費） 200万円 209万円 40.1%
子どもへの仕送り（繰出金） 76万円 81万円 15.1%
ローン返済（公債費） 30万円 35万円 6.0%
家の増改築など（普通建設事業費） 71万円 43万円 14.3%
医療費・学費（扶助費） 85万円 91万円 17.0%
貯金（積立金） 2万円 1万円 0.3%
税金・交際費・投資など（補助費等など） 36万円 40万円 7.2%

合　計 500万円 500万円 100%
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【町税の内訳】
個人町民税	 23億5,132万円
法人町民税	 1億3,072万円

（前年度比	　2.4％）
（前年度比	△2.1％）
（前年度比	△1.0％）
（前年度比	　1.8％）
（前年度比	　3.1％）
（前年度比	　3.4％）

	
固定資産税	 21億1,376万円	
軽自動車税	 　7,302万円	
町たばこ税	 1億5,215万円	
入湯税	 2,000万円	
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